
集積経済理論の実証におけるモデル選択の課題

大澤実 1・赤松隆 2

1学生員　東北大学　大学院情報科学研究科人間社会情報科学専攻（〒 980-8579仙台市青葉区荒巻字青葉 6-6-06-408）
E-mail: osawa@plan.civil.tohoku.ac.jp

2正会員　東北大学教授　大学院情報科学研究科人間社会情報科学専攻（〒 980-8579仙台市青葉区荒巻字青葉 6-6-06-408）
E-mail: akamatsu@plan.civil.tohoku.ac.jp

集積経済理論，特に新経済地理学理論の枠組みが，都市・地域政策の長期的評価へと応用されつつある．本
研究では，新経済地理学理論の枠組みに基いた近年の実証モデルが抱える課題を指摘し，モデル構造の選択に
おけるある種の “不適切性”に対して警鐘を鳴らすことを目的とする．具体的には，主流の実証分析には (i)複
数均衡の可能性が考慮されず，また (ii)現実の経済活動の空間的集積パターンが持つ多極性を内生的に表現でき
ないモデルが採用されているものがある．本稿では，具体例として Allen and Arkolakis1) のモデルを取り上げ，
その解の分岐特性を解析的に明らかにする．その過程を通じて，上記の 2つの問題に関して議論する．
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1. はじめに

我が国は 2000年代後半より人口減少社会に突入した．
地方の衰退も以前にまして深刻な社会問題となりつつ
ある 2)．このような状況下にある我が国にとって，地
域・都市政策の長期的な評価はますます重要になって
いる．人口・経済活動の複雑かつ多様な空間的集積・分
散現象を理解・表現し，その経済評価を可能とする理
論的枠組み・モデルを整備することは土木計画学分野
における重要な課題の一つである．

経済活動の空間的な集積が生ずるメカニズムを理解
するためには，集積によってもたらされる集計的な規模
の経済，“集積の経済”を考慮することが欠かせない 3)．
集積の経済を導入した空間経済理論で特に代表的なもの
としては，Krugman4)を嚆矢とする新経済地理学 (New
Economic Geography; NEG) を挙げられる．NEG分野
で提案されてきた一群の立地均衡モデルは，集積の経済
を表現しつつも，一般均衡理論による基礎づけをもっ
ており，ミクロ経済学的整合性が高い．更に重要なこ
ととして，消費者など生産要素の空間的移動を考慮可
能であり，土木計画分野で求められる都市・地域政策
の長期的影響評価に応用できる枠組みである．

しかし，NEG分野における研究は，2つの立地点（e.g.,
地域，都市）のみが存在する空間などの大胆に単純化
された状況設定下における定性的分析が長らく主流と
なっており，実証に乏しかった．集積の経済を考慮し
た立地均衡モデル（いわゆる “集積経済モデル”）では，
モデルのもつ非凸性によって複数均衡・解の分岐といっ
た現象が生じ，一般の場合には理論的特性を探りづら

い．理論的に明快な洞察を得ることに大きな比重が置
かれてきた結果，解析的困難を緩和できる 2立地点モ
デルへの依存が生じ，実証は大幅に立ち遅れていた．

詳細な空間経済データが利用可能になったことを背
景に，この状況は近年大きく変化しつつあり，多数の
立地点が存在する現実の立地空間における実証研究が
急激に増加している．経済学分野では，主要な国際誌
にNEG理論の応用をうたった実証論文が掲載されるよ
うになっている．例えば，代表的なものとして Redding
and Sturm,5) Allen and Arkolakis1) 等がある．我が国で
も，NEGで整備されたモデル構築技法を援用した実証
分析が登場している．例えば久武・山崎 6)，佐藤ら 7)，
石倉 8)，高山ら 9)は，NEG理論を応用して集積の経済
を導入した空間応用一般均衡モデルを提案している．

NEG理論をはじめとする集積経済理論の立場からは，
現実世界のような一般の立地空間を対象とした実証分
析においては，いくつかの性質を満足するモデルを選
択するべきである．第 1に，集積の経済に起因する非
凸性によって，複数の安定均衡解を持ち得るべきであ
る．複数均衡の存在は，集積経済理論がもたらした中
心的含意の一つである．第 2に，安定均衡解において
多極的な空間的集積パターンを自発的に生じ得るべき
である．第 3に，安定均衡解において，規模の異なる
様々な空間的集積（e.g.,都市）を生じ得るべきである．
少なくとも集積経済理論の実証・応用と位置付けるな
らば，以上の 3つの性質を満足するモデルを選択する
べきである．以上の性質を強調しないならば，集積経
済理論で構築されてきたような複雑なモデルを敢えて
実証分析で採用する意義が薄れるであろう．
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本研究では，近年の NEG理論に基づいた実証モデル
がこれらの性質を必ずしも満足しないことを明かにす
る．具体的には，特に主流派経済学分野における実証
モデルを題材にしつつ，次の 2つの問題点が存在する
ことを指摘する：
(1) 複数均衡の捨象：均衡解が常に一意であるような
モデル・パラメタの採用．

(2) 多極集積パターンの捨象：安定均衡解において，一
極集中的な空間集積のみを生ずるモデルの採用．

これら 2つの問題点を明快に示すため，本稿では Allen
and Arkolakis1)論文で構築されたモデル（以下，“AA論
文”，“AAモデル”）を例としてその特性を調べる．よ
り具体的には，多数の立地点が存在する空間における
AAモデルについて，構造パラメタ（輸送費用）の変化
に伴う均衡解の分岐特性を解明することを通じて，上
記の問題点を順々に議論していく．その上では，対称
な円周立地点システムを利用する Akamatsu et al.10) の
分岐解析手法を援用する．

NEG理論をはじめとする集積経済理論の実証的展開
は大いに歓迎すべきである．しかし，集積経済理論の
観点から見た場合には，上述のようなある種の “不適切
さ”が生じている．過去の 2立地点モデルを用いた理論
分析から一足飛びに一般の立地空間における実証が試
みられるようになったことが，ひとつの原因と言えよ
う．本研究の結果は，モデル選択上の課題を避けるた
めには，Fujita and Thisse11) が言うように，2立地点を
超えた多数の立地点が存在するもとでの理論解析の蓄
積が必要であることを示唆している．
本論文の構成は次の通りである．2.では，離散空間

における AAモデルを導入する．3.において，円周 4
立地点システムにおける局所的分岐特性を理論的に明
らかにする．4.では，数値例を通じて大域的分岐特性
を調べる．5.では，AAモデルの分岐特性がより一般に
“Helpman12) 型モデル”に共通するものであることを論
ずる．6.では，3.,4.,5.の内容を総括しつつ，AA論文を
含む近年の NEGベースの実証分析に存在する上述の 2
つの問題点について論ずる．7.は結論である．

2. 離散空間AAモデル

本章では，離散空間における AAモデルを定義する．
AA論文では連続空間を仮定した定式化が示されている
が，この場合には均衡解の安定性解析が困難となる1．
本稿では背景とする空間については離散的な立地点集

1 AA 論文では安定性の定義として “point-wise local stability” な
る定義が採用されている．これは，全ての立地点 x の間接効
用 v(x)が立地主体数 h(x)に関して減少するという安定性条件
∂v(x)/∂h(x) < 0である．数学的にはこの条件は不十分であり，
本来は無限次元の力学系に対する安定性解析 13) が必要である．
本稿では不要な技術的複雑化を避け，離散空間を採用する．

合を考え，均衡解の安定性についても離散変数のシス
テムに対する標準的な定義を採用する．

(1) 状況設定
離散的な K 箇所の立地点を考える．なお本稿では，

AA 論文と同様，モデルの空間的なスケールとしては
地域間スケールを想定し，“立地点”はその各地域を集
約して表現するものと解釈する．全ての立地点の集合
を K ≡ {0, 1, 2, . . . , K − 1} で表現する．この経済に
は，立地選択主体としてH 人の連続的な消費者が存在
する．各立地点 i ∈ Kに立地する消費者の数を hi ≥ 0
で表現する．これらの消費者は，労働を非弾力的に 1単
位供給する．消費者の空間的立地パターンをベクトル
h ≡ [. . . , hi, . . .]⊤ ∈ RK

+ によって表現し，全ての可能
なhの集合をH ≡

{
h ∈ RK

+ |
∑

i∈K hi = H
}
で定義す

る．なお，本稿を通じ R+ は非負実数の集合，R++ は
正実数の集合である．
この経済では，各地点 i ∈ K毎にバラエティが差別化さ
れた単一種類の財が生産されているとする（Armington14)

型）．財の生産は完全競争的であるとし，各地点におい
て財バラエティを生産する企業は，消費者から非弾力的
に供給される労働のみを生産要素として投入する．消
費者の立地点間の通勤は考えず，全ての消費者は個々
人の立地点において労働を供給する．
後述するように，AAモデルでは各立地点 iにおいて，
その立地点に存在する消費者数 hiの大きさに依存して
外部性が生ずると仮定する．具体的には，各地点 iの
生産性を mi，アメニティを ai とするとき，これらが
各地点の立地者数 hiに依存して逓増または逓減するこ
とを仮定する．前者はMarshallの外部性であり，ある
立地点に労働者が集積するほどその立地点の消費者の
労働生産性が向上することを表現する．後者は混雑外
部性であり，消費者の集積による交通渋滞の悪化・地
代の上昇などを通じた居住環境の悪化を表現する．こ
うした外部性の経済学的基礎付けについては Duranton
and Puga15) による総説を参照されたい．AAモデルで
は，これらの 2つの外部性は直接仮定される．

(2) 消費者行動
地点 i ∈ Kに居住する消費者の効用関数を，以下の
ように特定する：

ui({qji} | hi) = ai(hi) ·
( ∑

j∈K
q

σ−1
σ

ji

) σ
σ−1

(1)

ここで qjiは地点 j ∈ Kで生産される財バラエティの消
費量である．また σ > 1はこれらの財バラエティ間の
代替の弾力性である．この直接効用関数のうち，ai(hi)
は地点 iのアメニティを表現する．ai(hi)は地点 iの労
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働者数 hi と以下の関係で結ばれると仮定する：

ai(hi) = āih
−β
i (2)

ここで āi > 0, β ≥ 0は所与の定数である．β = 0で
あればアメニティは定数 āi である．β > 0ならば収穫
逓減であり，混雑効果による集積の不経済を表現する．
本稿では，全ての立地点で first nature が均質である場
合を調べるため，āi = 1 ∀iとする．
地点 j で生産され地点 iで消費される財の価格を pji

とする．地点 iにおける消費者の賃金をwi ≥ 0とする．
このとき地点 iの消費者の予算制約は次の通りである：

wi =
∑
j∈K

pjiqji (3)

なお，本稿では消費者の賃金を以下のように基準化する：∑
i∈K

wihi = W (4)

これは経済全体の金銭の量が一定であるという制約であ
る．立地パターンhに対して賃金ベクトルがとりうる集
合を，W ≡

{
w ∈ RK

+ |
∑

i∈K wihi = W
}
で定義する．

予算制約のもとでの消費者の効用最大化によって，消
費者の財各バラエティに対する需要 {qji}および地点 i

における財の価格指数 Pi は次のように定められる：

qji =
p−σ

ji

P 1−σ
i

wi (5)

なお Piは地点 iにおける財の価格指数であり，以下の
ように定義される：

Pi ≡
( ∑

k∈K

p1−σ
ki

) 1
1−σ

(6)

ただし p ̸= 0．従って，価格ベクトル pおよび賃金率
w が与えられれば，地点 iに居住する消費者の関節効
用 vi は以下のように与えられる：

vi = aiwiP
−1
i (7)

(3) 企業行動
各地点 i ∈ Kの企業は，労働のみを生産要素として，

完全競争的に財を供給する．完全競争の仮定から，地
点 iにおける財の工場卸し価格を pi とすると，これは
限界費用に一致する：

pi = wi

mi
(8)

なおここでmiは地点 iにおける労働の集計的な限界生
産性である．mi は立地点 iの労働者数 hi と以下の関
係で結ばれると仮定する：

mi(hi) = m̄ih
α
i (9)

ここで m̄i > 0, α ≥ 0は所与の定数である．α = 0で
あれば労働の生産性は定数 m̄iであり，α > 0であれば
収穫逓増であり，Marshallの外部性による集積の経済

が存在する．本稿では，first natureが均質である場合に
注目し，m̄i = 1 ∀iとする．即ち，mi = h−α

i である．
財の地点間における輸送は氷解型の輸送技術に従う
とする．地点 iから地点 j へ 1単位の財を届けるため
には，地点 iにおいて τij > 1単位の財を輸出する必要
があるとする．また τii = 1 ∀iとする．このとき，地点
iで生産され，地点 jで消費される財の地点 jにおける
価格 pij は，τij と piを用いて次のように与えられる：

pij = piτij (10)

(4) 短期均衡
短期的には消費者は地点間を移動できないと仮定し，
その条件下での一般均衡状態を考える（“短期均衡”）．
短期均衡条件は財市場の清算条件，消費者の効用最大
化，企業の利潤最大化条件からなる．この短期均衡条
件は結局，賃金w = [. . . , wi, . . .]⊤が満足するべき方程
式，いわゆる “賃金方程式”に帰着される．
以下ではこの賃金方程式を導出する．まず，価格指数
の定義式 (6)に利潤最大化価格（式 (8),式 (9),式 (10)）
を代入する．その結果，地点 iにおける価格指数 Piを
賃金wおよび消費者の空間的立地パターン hの関数と
して表現できる：

Pi =
( ∑

k∈K

w1−σ
k h

α(σ−1)
k dki

)1/(1−σ)

(11)

ただし dki ≡ τ1−σ
ki とする．この関係を用いれば，地点

iから地点 j への取引額Xij はXij = pijqijhj より

Xij = w1−σ
i h

α(σ−1)
i dij∑

k∈K w1−σ
k h

α(σ−1)
k dkj

wjhj (12)

と表現できる．さて，企業のゼロ利潤条件より，地点 i

における総収益は，地点 iにおける総賃金と一致する：

wihi =
∑
j∈K

Xji (13)

これを解けば，短期均衡状態における賃金ベクトル w

が定まる．即ち式 (13)が賃金方程式である．ベクトル
表記すれば次のようになる：

[w] · [h] = M̃([w] · [h]) (14a)

M̃ ≡ (diag[w̃])D
(

diag[D⊤w̃]
)−1 (14b)

w̃ ≡ [w]1−σ · [h]α(σ−1) (14c)

ここで，行列

D = [dij ] ≡ [τ1−σ
ij ] (15)

は，空間構造を表現する行列である．本稿を通じ，Dを
空間割引行列と呼ぶ．ベクトル a, bに対して [a] · [b]は
[a] · [b] ≡ [aibi]なる要素毎の演算として定義し，同様に
ベクトルの要素毎のべき乗を [a]k ≡ [ak

i ]と定義する．
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消費者の立地パターン hを所与とした賃金方程式の
解をw(h)とする．任意の立地パターンhに対して，次
の補題が成立する：

命題 1 (短期均衡の存在と一意性). 任意の立地パターン
hに対して，短期均衡における賃金ベクトルw(h)およ
び価格指数ベクトル P (h)が存在し，一意である．ま
た，w(h), P (h)は有界である．

証明. 付録 I参照．

命題 1より，任意の hに対して賃金方程式の解w(h)
が存在する．w(h)を所与とすれば，消費者の間接効用
関数は以下のように与えられる：

v(h) = [h]−β · [w(h)] · [P (h)]−1 (16)

(5) 長期均衡
長期的には消費者は立地点間を移動できる．従って，

消費者の立地パターンは hは長期的には内生変数であ
る．消費者数を変数とする間接効用関数を用いれば，長
期的な消費者の立地均衡条件は以下の非線形相補性条
件によって表現される：V = vi(h) if hi > 0

V ≥ vi(h) if hi = 0
, h ∈ H (17)

ただし，V は内生的に定まる均衡効用水準である．

(6) 長期均衡の安定性
長期均衡状態の安定性を，次に示す replicator dynamic

によって判定する：

ḣ = F (h) ≡ diag[h](v(h) − v̄(h)1) (18a)

v̄(h) ≡ H−1h⊤v(h) (18b)

このような動学のもとでの均衡解の安定性は，Jacobi行
列∇F (h∗)の固有値 {gk}k∈Kを調べることによって判
定できることが進化ゲームの理論で知られている2．具
体的には，ある均衡解について，固有値 {gk}の実部，
{ℜ(gk)}が全て負であればその均衡解は安定であり，1
つでも実部が正の固有値が存在すれば不安定である．

Replicator dynamic について，∇F (h)は具体的には
以下のように表現できる：

∇F (h∗) ≡ ψ(h∗)∇v(h∗) + J(h∗) (19a)

ψ(h) ≡ diag[h](I − H−1E diag[h]) (19b)

J(h) ≡ diag[v(h) − v̄(h)1] − H−1hv(h)⊤ (19c)

ただし E ≡ 11⊤ は全ての要素が 1で与えられるK 次
元正方行列である．ここで ∇v(h) は間接効用関数の

2 進化ゲームの理論に関するレビューについては，Sandholm16) な
どの成書を参照されたい．

0

2

3 1

図–1 円周 4立地点システム

Jacobi行列であり，以下で与えられる：

∇v(h) = diag[v(h)] (V1(h) + V2(h)) (20a)

V1(h) ≡ (−βI + αM̃⊤) diag[h]−1 (20b)

V2(h) ≡ (I − M̃⊤) diag[w]−1∇w(h) (20c)

なお∇w(h)はw(h)の hに関する Jacobi行列である．

3. AAモデルの分岐特性

本章では，空間構造について，円周 4立地点システム
を仮定した上で AAモデルの分岐特性を把握する．円
周 4立地点システムは，大澤ら 17)，Akamatsu et al.18)

で示されているように，集積経済モデルの特徴を把握
する目的に適した状況設定である．具体的には，円周 4
立地点システムは，集積経済モデルが複数均衡を持つ
場合に，安定均衡において多極立地パターン（i.e.,複数
の大都市が存在する立地パターン）を生ずるか，或い
は一極集中パターン（i.e.,唯一の大都市が存在する立地
パターン）を生ずるかを峻別できる最小の状況設定で
ある．本章では，σ, α, β の様々な組合せに対して，輸
送費用の変化に伴って AAモデルが何如なる安定均衡
パターンを生ずるかを，特に “ 分散均衡状態 ”からの
分岐に注目して明らかにする．

(1) 円周 4立地点システムと分散均衡状態
本章で考える円周 4立地点システムを図–1に示す．
全ての立地点は単位円周上に均等に配置されており，図
のように時計周りに番号付けされているとする．AAモ
デルでは，アメニティ āi と生産性 m̄i が均質である場
合，各立地点毎の異質性を特徴づけるのは交通ネット
ワーク上における位置のみである．全ての立地点が対
称な条件にある円周 4立地点システムにおいては，交通
ネットワーク上における位置も立地点によらず均質で
ある．従って全ての立地点に h ≡ H/4だけの消費者が
均等に立地する “分散均衡状態”，h̄ ≡ [h, h, h, h]⊤ は，
常に自明な均衡状態として存在する．図–2には，円周
4立地点システムにおいて，対称性から予測しうる全て
の均衡解の模式図を示した．図中，丸の大きさは各立
地点の消費者数の相対的な大きさを表現する．それぞ
れの均衡解は，破線を基準として線対称である．対称
性に基づく，円周 4立地点システムにおける均衡解の
分類については，池田ら 19) も参照されたい．
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分散均衡 多極分布 一極（単峰）分布

図–2 存在しうる全ての均衡パターンの模式図

円周 4立地点システムにおける地点間の距離は，円
周上の最短経路距離であり，次のように与えられる：

tij = 2π

4
min

{
|i − j|, 4 − |j − i|

}
(21)

AA論文と同様，地点間の氷解輸送費用は物理的距離 tij

を用いて τij = exp[κtij ]のように表現できると仮定す
る．κ > 0は，この経済の輸送技術水準を表現するパラ
メタであり，大きければ大きいほど立地点間の輸送が
不自由である状況を意味する．
以上の設定のもとでは，空間割引行列D = [dij ]の第

(i, j)要素は，dij = τ1−σ
ij = exp[κ(1 − σ)tij ]と与えら

れる．ここで，輸送自由度 rを次のように定義する：

r ≡ exp[κ(1 − σ)(2π/4)] (22)

定数 r ∈ (0, 1]は，隣接する地点間での財の輸送の自由
度を表現するパラメタである3．rが 1に近い程，立地
点間の財取引が自由であることを表現する．本稿では
経済全体の輸送費用の変化を考える．この際，κの変化
を考えるが，rの変化を考えても等価であるため，以降
では r を輸送費用パラメタとして用いる．上のように
定義した rを用いると，Dは次の巡回行列になる：

D =


1 r r2 r

r 1 r r2

r2 r 1 r

r r2 r 1

 (23)

Akamatsu et al.10) で議論されているように，D が巡
回行列であるという特性によって，∇F (h)の固有値解
析は著しく単純化される．次節以降に具体的に示すよ
うに，Dの固有値 f が rの非常に単純な関数として表
現でき，調整動学の Jacobi行列 ∇F (h)の固有値 g も
f の関数として表現できる．

(2) 分散均衡状態における∇F の固有値
分散均衡状態が安定である状態から始め，輸送費用

パラメタ r の変化に伴って AAモデルから如何なる安
定均衡解が生ずるのかを調べる．ただしここでの理論

3 σ > 1 より 1 − σ < 0 であり，r ∈ (0, 1]，dij ∈ (0, 1] に注意．

解析では，分散均衡状態から生ずる立地パターンの変
化・方・向のみに着目し，それが「多極方向か・一極方向
か」に注目する．集積経済モデルの分岐特性は，概ね
分散均衡状態からの分岐方向によって理解できるから
である．大澤ら 17) における議論，また付録 IIIも参照
されたい．大域的な分岐特性については，4.において
数値例を示す．

2.で述べたように，分散均衡状態 h̄の安定性は，調
整動学の h̄における Jacobi行列∇F (h̄)の固有値 gを
調べることで確認できる．gについて以下を示せる：

補題 2 (∇v(h̄), ∇F (h̄) の固有値 g と固有ベクトル).
分散均衡状態 h̄ における間接効用関数の Jacobi 行列
∇v(h̄)の固有値を eとすると，eは行規格化した空間
割引行列 D̄ ≡ D/d(r) (d(r) ≡ (1 + r)2)の固有値 f を
用いて次のように表現される：

ek = hα−β−1

d(r)
· G(fk)

ϕ(fk)
(24a)

ϕ(f) ≡ σ + (σ − 1)f (24b)

G(f) ≡ γ1 + γ2f (24c)

γ1 ≡ (α − β)σ − α − 1 (24d)

γ2 ≡ (α − β)σ + β + 1 (24e)

更に，この eを用いれば，∇F (h̄)の固有値 gは以下の
ように与えられる：

gk =

−v̄(h̄) < 0 if k = 0

h · ek if k = 1, 2, 3
(25)

第 k固有値に対応する固有ベクトルは次の通りである：

z0 = [1, 1, 1, 1]⊤, z1 = [1, i, 1, −i]⊤,

z2 = [1, −1, 1, −1]⊤, z3 = [1, −i, 1, i]⊤ (26)

証明. 式 (19),式 (20)を用いる．付録 II参照．

ただし，補題 2で用いる D̄の固有値は，具体的には次
のように求められる（図–3参照）：

補題 3. 円周 4立地点システムにおける規格化された空
間割引行列 D̄の固有値 f は次式で与えられる：

fk =


1 if k = 0

C(r) if k = 1, 3

{C(r)}2 if k = 2

, C(r) ≡ 1 − r

1 + r
(27)

また，fk (k = 1, 2, 3)は r の単調減少関数である．fk

の値について，0 < f2 < f1 = f3 < f0 = 1が成立する．

証明. 大澤ら 17) 参照．

補題 2および補題 3を組合せれば，gk (k = 1, 2, 3)は
結局 r の関数である．分散均衡状態の安定性が輸送自
由度 rに依存して変化し得ることが理解できる．更に，
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0 r1

fk

1

f2

f1 = f3

f0

図–3 D̄ の第 k 固有値 f̄k と r の関係

r の変化に対応して g がどう振る舞うかを厳密に評価
できることから，輸送自由度 r の変化に対応して分散
均衡状態の安定性がどう変化するかわかる．また固有
値に対応する固有ベクトル {zk}を用いれば，安定均衡
パターンが不安定化した際に如何なる方向へ変化する
のか調べられる．
全ての gk (k = 0, 1, 2, 3) が実数であることは明ら

かである．また特に g0 < 0 が成立し，f1 = f3 から
g1 = g3 が成立することもわかる．従って分散均衡状
態の安定性は，g1, g2 = g3 のみに依存する．更に，補
題 3より k = 1, 2, 3について fk ∈ (0, 1)であるが，こ
のとき ϕ(fk) > 0, d(r) > 0も成立することから，gk の
符号は G(fk)の符号と一致する．更に，Gの関数形は
k = 1, 2, 3について kに依存せず共通である．

(3) 分散均衡状態における集積力・分散力の構造
同時に，G(f)の関数形は，モデルに存在する集積力・

分散力の構造を表現していると解釈できる．具体的に
は，Gは，モデルの集積力から分散力を差し引いた，純
集積力（net の集積力）を表現している．G(f)は，以
下のようにも表現できることに着目しよう：

G(f) = −G(0)(f) + αG(1)(f) − βG(2)(f) (28a)

G(0)(f) = 1 − f (28b)

G(1)(f) = (σ − 1) + σf (28c)

G(2)(f) = σ + (σ − 1)f (28d)

ここで仮定により σ > 1であるから，f ∈ (0, 1)におい
て G(i) > 0が成立する．立地者数 hi に関する外部性
が存在するとき（i.e., α, β ̸= 0のとき），式 (28a)にお
いて第 2項のみが正であり，第 1, 3項は負である．こ
のうち正の項が集積力を，負の項が分散力を表現する．
正である第 2項は，式 (9)でモデル化されている生産性
外部性による集積力を反映している．負である第 1項
は，賃金の調整メカニズムのみによる分散力を表現す
る．これは α = 0, β = 0とした場合でも存在する効果
である．また第 3項は，式 (2)でモデル化されている混
雑外部性による分散力を反映している．

●●0

G(f)

f

f∗

(a)

(b)

(c)

1

図–4 G(f)の可能な配置

各G(i)(f)は，ある f の値において，それぞれの集積
力・分散力が純集積力G(f)に対してどれだけ反映され
るかを意味する関数である．輸送費用の変化は f に反
映されることから，G(f)全体としては，AAモデルの
分散均衡状態における各集積力・分散力のバランスが，
輸送費用の変化にともなってどう変化するかを表現し
ている．まず第一に，G(1)(f), G(2)(f)は f に関する正
の増加関数である．従って，これらの集積力 (α)・分散
力 (β)の影響は f の増加（rが・減・少；図–3参照）ともに
強まる．次に，G(0)(f)は f に関する減少関数である．
従って，賃金による分散力の影響は，f の減少（rの・増
・加）とともに強まり，f の増加（rの減少）に伴って弱
まる．また，dG(1)/df > dG(2)/df であるから，特に
α − β = 0ならば，f が増加するとき集積力の方が必ず
G(f)に対して強く反映される．従って α − βの値は純
集積力に関する一つの指標となる．この直観的な意味
は次の通りである：立地点 iにおける賃金 wi は hα

i に
おおよそ比例し，また間接効用 viはその定義からwiと
h−β

i に比例する．故に，間接効用 vi は概略 hα−β
i に比

例することになる．つまり，全体としては α − β が消
費者の立地集積による外部性を定める4．

(4) 分散均衡状態の安定性と分岐

本節では，3.(2)で示したG(f)の関数形をもとに，AA
モデルの分散均衡状態 h̄からの分岐特性を明らかにす
る．具体的には，どのようなパラメタ条件下（α, β, σの
組合せ）において分散均衡状態 h̄からの分岐が生じる
かを調べるとともに，分岐が生じるとしたらその分岐
によって創発するのは如何なる空間的パターンか（i.e.,
多極か？ 一極か？）を明らかにする．
分散均衡状態からの分岐が生じるためには，G(f)の
符号が f ∈ (0, 1)で負から正に変わる必要がある．G(f)
は一次関数であるから，分岐が生じ得るか確認するた
めには，f の取り得る領域の端点 f = 0, 1における値
G(0), G(1)のみを調べれば十分である（図–4参照）．端

4 あくまで直観的な説明であり，間接効用 vi の人口 hi に対する
弾力性は α − β と厳密には一致しない．
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点における値は次のようになる：

G(0) = (α − β)σ − α − 1 (29a)

G(1) = (α − β)(2σ − 1) (29b)

これを用いれば，α − β ≤ 0について次の命題が従う：

命題 4. α − β ≤ 0とする．このとき，分散均衡状態 h̄

は輸送の自由度 rの値によらず常に安定である．

図–4 (a)に対応するこのケースは，直観的には，生産性
向上による正の外部性が混雑による負の外部性より小
さい場合である．命題 4は，このとき集積は生じ得な
いことを示している．従って，分岐が生じ得るために
は少なくとも α − β > 0であること，つまり正の外部
性が負の外部性より狭義に大きい必要がある．
一方で，α−β > 0の場合について，次の命題を得る：

命題 5. α − β > 0とする．このとき，α − β が更に

α − β >
1 + α

σ
(30)

を満足するならば，分散均衡状態 h̄は輸送の自由度 r

の値によらず常に不安定である．

このケースは図–4 (c)の場合である．この条件の意味を
もう少し明確にしておく．まず，式 (30)は，次のよう
に書き換えられることがわかる：

α
(

1 − 1
σ

)
> β + 1

σ
(31)

ここで左辺が集積力の強さを，右辺が分散力の強さを
表現していると解釈できる5．結局，集積力が分散力と
比較して一定以上大きいことを，σと関連づけて要求す
る条件である．集積力が余りに強い場合には，h̄は均
衡状態として存在するものの，常に不安定となる．
以上の命題 4および命題 5が，h̄からの分岐が生じ

ない必要十分条件を与える．従って逆に，分散均衡状
態からの分岐が生ずるためには，パラメタ (α, β, σ)が
以下の条件を満足することが必要十分である：

0 < α − β <
1 + α

σ
(32)

以降では (α, β, σ)について式 (32)が成立する，即ち h̄

からの分岐が生ずると仮定する．
このとき，r がある一定値に達したとき h̄からの分

岐が生ずる．G(f) = γ1 + γ2f = 0の解は以下のよう
に与えられる：

f∗ = −γ1

γ2
∈ (0, 1) (33)

この f∗ を用いれば，fk ∈ (0, f∗) なる fk に対して
G(fk) < 0である（図–4 (b) 参照）．fk は，図–3に示
したように rの単調減少関数であるから，rが十分大き
いとき全ての fk に対して fk ∈ (0, f∗)が成立し，故に

5 σ > 1 は地点間で差別化された財バラエティ同士の代替の弾力
性であるから，σ が大きいほど（1/σ が小さく，1 − 1/σ が大
きいほど）財は同質的であり，集積は生じ易くなる．

(a) h̄ + δη1 (b) h̄ + δη2

図–5 h̄からの分岐によって生じ得る立地パターン

gk < 0 ∀k が成立する．即ち，分散均衡状態 h̄は安定
である．逆に rが十分小さいとき，全ての fk について
fk ∈ (f∗, 1)が成立し，gk > 0となる．従って rが徐々
に・減・少すると，その過程で分岐が生ずることがわかる．
次の命題 6は，具体的な rに関する分岐点および，そ
の分岐の特性（多極か？ 一極か？）を述べている：

命題 6. (α, β, σ)が式 (32)を満足するとする．このと
き，輸送自由度 rが十分・高・い (r ≈ 1)状態では分散均衡
状態 h̄は安定である．rが徐々に減少するにつれて

r∗ ≡ 1 − f∗

1 + f∗ (34)

において h̄が不安定化し，分岐が生ずる．この分岐で
創発するのは以下の・一・極・集・中・パ・タ・ー・ンである：

h = h̄+ δηi (0 < δ < h, i ∈ {1, 2}) (35a)

η1 ≡ [1, 1, −1, −1]⊤ (35b)

η2 ≡ [1, 0, −1, 0]⊤ (35c)

証明. 付録 III参照．

命題 6は，輸送の自由度が・減・少・す・る・に・つ・れ・て分岐が生
ずることを述べている．Krugman4) を含む多くの NEG
モデルの含意は，「輸送の自由度が・増・加・す・る・に・つ・れ・て集
積が創発する」というものである．AAモデルは，「輸
送の自由度が低い (r ≈ 0)状態において分散均衡状態が
安定である」という，NEG分野では “no-blackhole”条
件と呼ばれる条件を満足し得ないために，このような
分岐特性を示す．
分散均衡状態 h̄からの分岐によって生じ得る具体的
な立地パターンを，図–5に示す．図–5 (a),(b)は，式 (35)
で表現されるパターンであり，ともに一極集中パター
ンである．特に図–5 (a)は，2箇所の立地点が人口を増
加しているパターンであり，一見多極パターンとも見
える．しかし立地パターン全体としてマクロに見た場
合には 1つの大きな集積が生じているパターンと解釈
するべきである．4.で示す数値例も参照されたい．
分岐が生ずる輸送自由度の臨界値 r∗ について，

dr∗/dα > 0, dr∗/dσ > 0, dr∗/dβ < 0 を単純な計算
によって確認できる．従って r∗は，α, σの増加・βの
減少に伴って増大する．α, σの増加・βの減少は，全て
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図–6 安定均衡解の分岐図：円周 4立地点，α − β > 0

集積力の増加を意味することから，rの減少に伴う集積
が早まるのは直観的にも尤もらしいと言えよう．
以上，AAモデルにおいて分散均衡状態からの分岐が

生ずるとすれば，その結果として必ず一極集中パターン
（図–5）が創発することを示した．これらのパターンは，
輸送自由度 rの減少に伴い，最終的に完全に 1箇所の立地
点に全ての人口が集中するパターン hM ≡ [4h, 0, 0, 0]⊤

へと向かう．

4. 数値例

本章では，数値例を用いて 3.の理論解析で得た結果
を確認するとともに，大域的な分岐特性を調べる．ま
た，対称性が高い円周立地点システムを用いて得た結
果が，線分立地点システム等の対称性が低い空間にお
けるモデルの性質，特に安定均衡パターンの多極性・一
極性にも反映されることも数値的に示す．本章の数値
例は，大澤ら 17) と同様の方法で計算したものである．

(1) 円周立地点システムの理論結果の確認
本節では分岐が発生する場合に着目し，円周 4立地

点システムにおける数値解析結果を示す．パラメタを
(α, β, σ) = (0.5, −0.3, 6)と設定した．この条件は，式
(32)を満足し，命題 6の条件に対応する．なおH = 10
とした．図–6に示したのは，この場合における分岐図
である．図の黒実線は，各 r の値に対する安定均衡解
において各立地点の人口が全人口 H に占めるシェア
hi/H を示す．また，対応する立地パターンの模式図を
図上に示す．輸送の自由度 rが 1に近い状態において
は，分散均衡状態が安定であり，全ての立地点について
hi/H = 1/4である．一方，rが減少すると，r∗ ≈ 0.79
において分岐が生ずる．これは前節の理論解析で導い

0 1 2 3 4

図–7 線分 5立地点システム
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図–8 安定均衡解の変化：線分 5立地点，α − β > 0

た r∗の値と整合的である．この結果として創発するの
は図–5 (b)に示したh = h̄+ δη2なるパターンである6．
更なる r の減少に伴って，最終的に一極集中パターン
hM = [H, 0, 0, 0]⊤ へと収束する．

(2) 対称性の低下に対する頑健性：線分立地点システム
前章の理論解析および前節の数値例は，空間に端点
が存在せず，全ての立地点が市場アクセスに優位性を
持たない，対称性が高い円周立地点システムを前提と
している．一方，現実の空間では必ず端点が存在する
など，立地空間の対称性は低い．読者は「円周立地点
システムを用いた理論解析はどれだけ一般性を持ち得
るのだろうか？」という疑問を抱くかもしれない．結
論としては，円周立地点システムにおけるモデルの特
性，特に本稿が着目する「多極か？ 一極か？」という
特性は，より対称性が低い空間におけるモデルの振舞
いに反映される．本節では，端点が存在する線分立地
点システムにおけるAAモデルの振舞いを示し，AAモ
デルが線分空間においても一極集中パターンを生ずる
ことを数値的に確認する．
まず，円周 4立地点システムに対応しつつも，端点
が存在し，より対称性が低い空間構造として，図–7に
示すような線分上に 5つの立地点が配置された空間を
考える．図–8に線分 5立地点システムにおける安定均
衡パターンの例を示した．この図では，図–6と同一の
パラメタ設定を採用している．図–6と同様，黒実線が
各 r の値に対する各立地点の人口シェア hi/H の値を

6 図–5 (a)に示した h̄ + δη1 なるパターンも創発し得るが，非常
に不安定化し易く，直ちに h + δη2 パターンへと変化する．
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図–9 安定均衡パターンの変化：線分 33立地点の場合

表現する．図上に示したのは均衡立地パターンの図で
あり，横軸が図–7に対応する立地点番号，黒棒の高さ
が各立地点の人口を表現する．図から読み取れるよう
に，線分 5立地点システムにおいても，創発するのは
一極集中パターン h = [0, 0, H, 0, 0]⊤ であることがわ
かる．線分立地点空間においては中央付近の立地点が
地理的に優位であることから，r ≈ 1なる条件下でも，
円周システムで見られるような一様分布ではなく，単
峰型の立地パターンが創発していることがわかる．
線分立地点システムにおいて，多数の立地点が存在

する状況下では，立地パターンの一極性はより明白に
なる．図–9に，線分 33立地点の場合における立地パ
ターンの推移を示す．横軸が立地点 i = 0, 1, . . . , 32を
示し，黒縦棒が各立地点 iにおける立地消費者数 hiを
表現する．図–9は，様々な rの値における均衡立地パ
ターン hを示している．輸送費の増加（rの減少）に伴
い，立地パターンが単峰性を保ちつつ徐々に線分中央
の立地点（立地点 i = 16）へと徐々に一極集中してい
く様子が観察できる．
ここで立地点 16が最終的に選択されているのは，r

が大きい時点で立地点 16を中心に集積していた優位性
によるものである．例えば，図–9 の r = 0.50 におい
て観察される単峰の人口分布を左右に平行移動したパ
ターンを考えると，そのパターンの近傍に必ず安定均
衡解が存在する．これは，AAモデルにおいては消費者
が存在しない立地点が無視されるため，r = 0.50のよ
うな消費者が存在しない立地点が存在するケースにお
いては，単峰人口分布の実質的な “幅”（hのサポートの
幅）のみが解の特性として重要であるからである．こ

の幅と形状を保つどのような平行移動によっても，均
衡となる人口分布が得られる7．この意味で，分岐を生
ずる（式 (32)を満足する）パラメタ条件下では，線分
立地点システムにおいても複数均衡が存在する．
以上より，AAモデルの特性に関して円周立地点シス
テムにおいて得られた結論，つまり「分岐が生ずる場
合，創発する均衡パターンは一極集中パターンである」
という結論は，線分立地点システムにも一般化できる
ことが示唆される．また，Ikeda et al.20)は，AAモデル
と本質的に異なり多極立地パターンが創発するNEGモ
デル8について，円周立地点システムにおける挙動と線
分立地点システムにおける挙動とを比較しており，立
地パターンや分岐点などが強い類似すると指摘してい
る．円周立地点システムにおける分析は，少なくとも
生じ得る人口分布パターンの多極・一極性を判定する
上では十分な一般性を有していると言える．

5. AAモデルとHelpman型モデル

AAモデルを含む，近年のNEG理論に基づいた実証モ
デルには，共通する特徴がある．代表的な実証研究は，
本論文で分析したAA論文の他に，Redding and Sturm5)，
Redding22)がある．実は，これらの論文で用いられてい
るモデルの構造は，Helpman12) のモデルと類似したも
のである．本節では，こうした “Helpman型モデル”が
共有する特性について述べる．

(1) 実証で用いられるNEGモデル：Helpman型モデル
多数の立地点が存在する空間におけるHelpmanモデル
の特性は，Akamatsu et al.18)で調べられている．Helpman
モデルの間接効用関数 v(h)は次：

v(h) = log[v̂(h)] (36a)

v̂(h) ≡ [h]µ−1 · [w + w̄1] · [P ]−µ (36b)

P ≡ [D⊤w̃]1/(1−σ), w̃ ≡ [w]1−σ · [h] (36c)

で与えられる9．ただし µ ∈ (0, 1), σ > 1はパラメタで
ある．その他の変数については AAモデルにおける定
義に準ずる．w̄は平均賃金である．式 (36)と，式 (16)
（および式 (14)）を比較すれば，Helpmanモデルと AA
モデルの間接効用関数の基本的な構造が類似しているこ
とが見て取れるであろう．Redding and Sturm，Redding
のモデルも同様に，Helpmanモデルと類似している．

Helpman12) のモデルの，円周立地点システムにおけ
る分岐特性としては次の 2点がある：

7 円周立地点システムにおいて，h̄ + δηk パターンを回転しても
また均衡解となるのと同様である．

8 具体的には，Forslid and Ottaviano21) のモデル．
9間接効用関数の導出や，輸送費用の変化に伴う分岐特性等，Helpman
モデルの分析に関する詳細については，Akamatsu et al.18) 参照．
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図–10 Helpmanモデルと一般の NEGモデルの G(f)

(a) 分散均衡状態からの分岐が発生するならば，いわ
ゆる “no-blackhole条件”が満足されない．具体的
には，輸送費用が非常に高い状態 (r ≈ 0)において
も，分散均衡状態 h̄は不安定である．

(b) 分散均衡状態からの分岐が発生するならば，AAモ
デルと同様に，輸送費用の・増・大に伴って分岐が生
ずる．この分岐は，一極集中方向への分岐である．

3.,4.では，AAモデルが上述のような分岐特性を示すこ
とを見てきた．近年の実証分析で用いられているモデ
ルは，Helpmanモデルと構造が類似していることから，
分岐が生ずるパラメタ範囲においては必ず一極集中パ
ターンが創発する特性を持っている．以下では，こう
したモデルを “Helpman型モデル”と呼ぼう．

(2) 一般的なNEGモデルとHelpman型モデルの関係
本節では，∇F (h̄)の固有値 {gk}の関数形を用いて，

Helpman型モデルの特性をより具体的に説明し，その
他の NEGモデルとの関係を議論する．AAモデルと同
様，Helpman型モデルの分散均衡状態においても，gk

の符号はある関数Gの値G(fk)の符号に依存する．例
えば，HelpmanモデルのG(f)は図–10に示すような上
に凸の二次関数である．分散均衡状態からの分岐が発
生するケースについて，G(f)の関数形を図–10 (i)に黒
実線で模式的に示す．f が 0 → 1と増加するにつれて
（rが 1 → 0と減少するにつれて）G(f)の符号が f∗に
おいて負から正へと切り替わる．G(f)の次の特性が，
上述の Helpmanモデルの分岐特性に対応する：
(a’) ある f∗ ∈ (0, 1)が存在してG(f∗) = 0が成立する
ならば，必ず G(1) > 0が成立する．

(b’) f∗ の近傍において dG/df > 0である．
ここで (a’)から (b’)が得られるのは，G(f)が二次関数
であることから明らかである．分散均衡状態からの分
岐点 f∗が与えられたとき，f∗において dG/df > 0で
あれば必ず一極集中パターンが創発する（付録 III，系
8）．従って (b’)は，分岐の結果として必ず一極集中パ
ターンが創発することを意味している．

Helpman型モデルのこのような特性は，Tabuchi23)に
代表されるような，最も一般化された単一立地主体の

NEGモデルと比較した場合には，その特殊ケースであ
ると解釈できる．Tabuchiモデルでは，G(f)は図–10 (ii)
に黒破線で示したような形状になり，分散均衡状態から
の分岐は f∗

−, f∗
+の 2箇所で生ずる．f∗

−では輸送費用の
増大に伴う・一・極・集・中・方・向への分岐が，f∗

+では輸送費用の
減少に伴う・多・極・集・中・方・向への分岐が生ずる10．Helpman
モデルと Tabuchiモデルの違いは，Helpmanモデルで
は必ず f∗

+ > 1が成立し，輸送費用の・減・少に伴う分岐が
創発し得ないという点にある．Helpman型のモデルは，
一般的な NEGモデルからすれば，全体のうち f∗

−付近
のみに着目した，多極化メカニズムを持たない特殊な
モデルであると解釈できる．

AAモデルはその中でも極端な部類であり，G(f)が
一次関数で与えられる．G(f)が図–10 (i)のような二次
関数で与えられるHelpman型モデルであれば，G(f)に
定数を追加し下にシフトするような，比較的単純なモ
デルの修正によって，図–10 (ii)に示すように 2箇所で
分岐が生ずるように変更できる11．しかし，AAモデル
の場合はより根本的な修正を加えない限り，原理的に
多極パターンを生じ得ない．

6. 実証上の課題

3.,4. では，AA モデルの分岐特性を理論的・数値的
に明らかにした．特に，分岐発生条件および，分岐に
よって発生する均衡立地パターンの一極集中性を確認
した．5.では，こうした性質が Helpman型モデルに共
通する性質であることを G(f)の関数形から議論した．
Helpman型モデルの性質は，実証適用の上でモデル選
択上の課題を生ずる．本章では，この課題を，具体例
として AAモデルを用いつつ議論する．

(1) 第 1の課題：複数均衡の捨象
上に挙げた全ての文献において，均衡解の一意性を
確保するパラメタ設定が採用されている．例えば，AA
論文における実証分析では，均衡解の一意性を採用す
るために，α − β ≤ 0なるパラメタ設定が採用されてい
る．3.における解析を通じて明らかにしたように，こ
のようなパラメタ条件下では AAモデルにおいては分
散均衡状態が常に安定である．均衡解の一意性は，モ
デル推定の上では都合が良い．しかし，以下に述べる
3つの（部分的に重なる）観点から見て課題がある．
第 1に，最も単純な批判としては，唯一均衡である
状況設定を採用するならば，NEG理論をはじめとする
集積経済モデルに基づく必要性がない．例えば AAモ

10輸送自由度 r の変化方向と，分岐によって創発するパターンの多
極・一極性に関する議論については，付録 III を参照されたい．

11 モデルの経済学的仮定と G(f) の関数形との間の関係について
は，大澤ら 17) を参照されたい．

第 53 回土木計画学研究発表会・講演集

 2663



デルにおいては，α − β ≤ 0ならば実質的に集積力が存
在しない（i.e.,純集積力G(f)が常に負である）ことを
見てきた．α, β ̸= 0であり，集積力・分散力そのもの
は存在はするものの，結果として立地パターンに大き
な影響を与えない状況設定であると言える．これは集
積経済理論の実証としては不十分である．
第 2に，均衡の一意性を仮定した場合，累積的な規

模の経済効果に基づいて空間的集積の形成を表現する
というNEG理論の枠組みからは離れる．3.で見たよう
に，唯一均衡を仮定した場合，均質な空間では理論上分
散均衡状態しか生じない．従って，この条件下で現実
の多極的な立地パターンを表現しようとする場合，地
理的条件の異質性や，その他アメニティ・生産性の異質
性といった，立地点毎の異質性に依存することになる．
地理的条件の異質性は，実データを取り扱う以上回避
できず，実空間の重要な特性である．一方その他のア
メニティ・生産性等の異質性は，本来は観測不能な量
である．AA論文などの実証分析では，集積経済メカニ
ズムが実質的に働かないパラメタ設定を採用している
結果として，このような・観・測・不・能・な異質性に頼ってい
る．具体的には，まず地理空間の異質性のみによって
定まる人口分布を導出し，次にその仮想的な人口分布
と現実の人口分布との残差を全て立地点固有のアメニ
ティ・生産性の異質性と解釈する．図–11に，線分立地
点システムの場合でこれを模式的に示す．上段は観測
人口分布，下段は純集積力が存在しない場合のモデルの
予測であるとしよう12．この立地パターンの差は・全・て，
立地点毎の観測不可能な異質性，具体的には外生的な
立地点毎の生産性（式 (9)の {m̄i}）およびアメニティ
（式 (2)の {āi}）の違いに起因すると解釈される．こう
した操作は正当化しづらい．
第 3に，NEG理論のような集積経済理論の実証にお

いては，そもそも複数均衡が存在するか／しないかをま
ず調べるのが順当である．集積の経済が存在する空間
経済における複数均衡の存在は，理論的には長きにわ
たって強調されている 3)．その実証は困難であったが，
近年多少の検討がなされている．その結果として，複
数均衡が存在すると主張する有力な研究が登場しつつ
ある（e.g., Bosker et al.24), 25)，Redding et al.26)，Bleakley
and Lin27), 28)）13．特に，Breakley and Lin27), 28)は，北米
を対象に過去に連水陸路 (portage)の拠点となっていた
都市が，水運が廃れた現在でも存在し続けていること，
またそれが都市のもつ収穫逓増性に起因するものであ
ることを指摘し，初期の小規模な優位性によって複数

12 α − β ≤ 0 のケースにおける線分立地点システムの安定均衡パ
ターンについては付録 IV を参照．

13 空間経済において複数均衡は存在しないと主張する文献（e.g.,
Davis and Weinstein,29), 30) Miguel and Roland31)）もまたあるが，
これらの論文のアプローチは 26) によって十分反駁されている．

観測人口分布

モデルの予測

図–11 純集積力が存在しない場合の実パターンの表現

均衡からの均衡選択が実現された具体例であるとして
いる．これは経済活動の空間的集積が経路依存性を持
つことの強い証拠であり，NEG理論などが強調してき
たのもまさにこうした現象である．

AA論文をはじめとする近年の実証分析は，推定の都
合という純粋に技術的な要請から，均衡の一意性を保
証するモデル・パラメタの範囲に限って分析している．
しかし，解の一意性が保証されるパラメタ領域におい
ては実質的に集積の経済が存在しない．従って，集積
経済理論本来の立場とは矛盾する．立地理論は，古く
は地理的位置や埋蔵資源の優位性といった異質性，い
わゆる first nature を強調する立場であった．異質性の
みによる空間的集積パターンの説明を超えて，集積に
よる収穫逓増という second natureを重視する視点をミ
クロ経済学と整合的な形で導入したのが集積経済理論
であり，NEG理論であった．NEG理論をはじめとする
集積経済理論の実証的応用を目指す上では，この貢献
を尊重し，集積の経済が本質的に働くパラメタ条件を
採用するべきと考える．

(2) 第 2の課題：多極化メカニズムの捨象
第 1の課題を避けるため，分岐が生ずるパラメタ設
定を採用したとしても，Helpman型モデルによる実証
には，より大きな第 2の課題が存在する． AA論文の
設定を離れ，解の一意性が保証されないパラメタ条件
α − β > 0を採用することを考えよう．このような，複
数均衡が生ずる（i.e.,分岐が生ずる）条件下でも，AA
モデルのような Helpman型モデルからは安定均衡状態
として一極集中パターンのみが創発することは，3.,4.,5.
で論じた通りである．

Helpman型モデルが持つ一極集中特性は，モデル選択
上の課題につながる．例えば現実の北米の人口の立地パ
ターンは，明らかに多極的である．多極的な立地パター
ンを，一極集中しか生じ得ないモデルを用いて表現し
ようとするのは，理論的には正当化しづらい．Helpman
型のモデルを応用する限り，現実の地理空間のような
更に不均質な空間の上でも，その空間上での「一極集
中パターン」に相当する人口分布のみしか生じ得ない．
従って，現実の多極パターンを再現するためには，前節
で述べたような方法で立地点毎の異質性のみに頼らざ
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観測人口分布

モデルの予測

図–12 一極集中型モデルによる多極パターンの表現

るを得ない．図–12は，図–11と同様に，この状況を線
分立地点システムの場合に模式的に説明した図である．
観測された人口分布は上段であるとする．線分空間固
有の地理的優位性以外に立地点毎の異質性を考慮しな
い場合，α − β > 0なる条件下でのモデルの予測は下段
のようになるであろう．前節で説明した AA論文のア
プローチをこの場合でも採用するなら，ここに見られ
る観測人口分布とモデルの予測との差異は，あくまで
立地点毎の観測不可能な異質性に起因するものと解釈
される．このような解釈を許容するならば，任意のモ
デル構造を用いて任意の人口分布を再現可能である．
国内・地域内・都市内といった様々なスケールで観測

される空間的集積パターンの多極性には様々な理論的
説明があるが，それは必ずしも立地点固有の異質性に起
因するもののみではない．特に AA論文などの近年の
実証分析が対象としているような国内の地域間スケー
ルの立地パターンについては，財の輸送費用が存在す
ることによる経済圏の分割が，空間分布の多極化を基
礎付ける有力なメカニズムの一つとされている．これ
は，古くは Christaller32)，Lösch33)の中心地理論によっ
て既に表現されている．また，NEG理論のモデルでも，
Helpman型でないモデルでは，内生的に経済圏の分割
が生ずる．例えば，Tabuchi and Thisse34)の分析で用い
られている Pflüger35) のモデルはその典型例である．

NEG理論の枠組みの中に，説得力あるメカニズムに
よって多極パターンを表現し得るモデルが存在する以
上，実証研究でもこうしたモデルを用いるべきであろ
う．立地点の異質性は人口・経済活動の空間的分布を
定める上で重要な要素ではあるが，経済集積の多極化と
いうマクロな規則性を表現する枠組みとしては，経済
圏の分割という説明に比して説得力が弱いと考える14．

7. おわりに

本論文では，集積経済理論，特に NEG理論の枠組み
を応用した近年の実証分析の課題の指摘を目指した．そ
のため具体例として Allen and Arkolakisのモデルを取
り上げ，安定均衡解の分岐特性を理論的・数値的に明
らかにした．更に，その分析結果を用いつつ実証上の

14 もちろん，これは議論が分かれる点であるため，最終的には多く
の実証を積み重ねることで判断するべきことである．

課題，特にモデル選択上の課題を議論した．
本論文の議論から，AA論文は NEG理論の実証とは
言いながら，集積の経済が実質的に働かない，複数均
衡が存在し得ない状況設定を採用していることが明ら
かとなった．AA論文のアプローチは，6.で論じたよう
に，立地点毎の異質性によって経済活動の空間的集積
を説明しようとする方向性と解釈できる．しかし，空
間経済学分野において，集積の経済の存在と複数均衡
の可能性を指摘する・実・証研究が近年複数存在する．複
数均衡の可能性を検討するべきである．
また，AA モデルなどの近年の実証モデルは総じて

Helpman型のモデルであることを論じた．Helpman型
モデルは，集積の経済が本質的に働く状況設定でも一極
集中パターンしか生じない．これは，現実の多極的立地
パターンを表現する上では不十分である．Helpman型
モデルを応用した実証研究では，Helpman型モデルの
もつ特性として一極集中パターンのみが生ずることに
対して意識的でないようである．分析の上では更に，推
定の残差を全て立地点固有の・観・測・で・き・な・いアメニティ
等の異質性と解釈するという操作に決定的に依存して
いる．結果として，立地パターンの大部分がこうした
異質性（i.e.,残差）によって説明されている15．
以上のような課題が生ずるのを回避するためには，実
証で用いるモデルの解析的性質を事前に十分調べるべ
きである．特に，国内スケールの実証分析において，複
数均衡性・均衡パターンの多極性は欠かせない特性で
あると考える．この立場からは，AA論文の分析はまず
パラメタ条件に不満があり，次に一極集中のみしか生
じないという意味でモデルの構造自体が “不適切”であ
る．こうした議論は，本論文 3.のような，単純な条件
のもとでの解析的分析によって可能となる．近年，詳
細な空間的データが十二分に手に入るようになった結
果として，かつては到底不可能であった様々な実証分
析が可能となりつつある．しかしその一方で，一度立
ち止まり，構築したモデルの理論的特性を十分検討し
ておくことが却って重要になっていると言えよう．

謝辞 本研究は日本学術振興会・科学研究費補助金（課
題番号：14J02901，15K14044）の助成金を受けた研究
の一部です．ここに記し，感謝の意を表します．

15 実際，Berliant and Mori36) は，Helpman 型モデルを採用した
Redding and Sturm5) の推定結果を検証し，アメニティ {Âi}（残
差）と人口パターン {Li} との相関が非常に高いことを示して
いる．具体的には，決定係数は R2 = 0.896（！）である．
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付録 I 命題 1の証明

賃金ベクトルが存在すれば w ∈ W であり有界．P
は w, hに対して一意に定まり，wが有界かつ w ̸= 0

より，wが存在すれば有界．従ってwの存在と一意性
を証明すればよい．hi = 0なる立地点では生産が不可
能であるから wi = 0と定義し pi = +∞とする．この
とき hi = 0なる立地点への財需要はゼロであり，賃金
方程式では無視できる．以降では hi > 0なる立地点の
集合 K+ ≡ {i ∈ K | hi > 0}上で wが一意に存在する
ことを示す．立地点 i ∈ K+に対して ŵi ≡ wihi ≥ 0と
定義し，これをまとめた |K+|次元ベクトルを ŵ と書
く．ŵi が定まれば wi = ŵi/hi が定まるから，ŵの存
在と一意性を証明すればよい．
存在を証明する．賃金方程式を ŵに着目して整理す

ることで，ŵに関する次の不動点問題を得る：

Find ŵ ∈ Ŵ such that ŵ = Ŵ (ŵ) ∈ Ŵ holds.

ただし Ŵ (ŵ)は，ρ ≡ (α + 1)(σ − 1)として以下：

Ŵi(ŵ) =
∑

j∈K+

ŵ1−σ
i hρ

i dij∑
k∈K+

ŵ1−σ
k hρ

kdkj

ŵj

なお，Ŵ ≡ {ŵ ∈ R|K+|
+ |

∑
i∈K+

ŵi = W}16．任意の
ŵ ∈ Ŵ に対して Ŵ (ŵ) ∈ Ŵ が成立する17．即ち，
Ŵ は Ŵ 上の全ての点を Ŵ 自身へ移す写像である．
Ŵ : Ŵ → Ŵは連続であり，Ŵは有界閉凸集合である．
以上より，Browerの不動点定理によって ŵ∗ = Ŵ (ŵ∗)
を満足する不動点 ŵ∗ ∈ Ŵ が存在する．
一意性を証明する．上述の不動点問題は，次の非線

形相補性問題と等価である：

Find ŵ ∈ Ŵ such that 0 ≤ ŵ ⊥ W (ŵ) ≥ 0 holds.

ただしW (ŵ) ≡ Ŵ (ŵ) − ŵ．ここで，W の Jacobi行
列∇W (ŵ)が任意の ŵ ∈ Ŵに対して P行列であれば，
非線形相補性問題の解は存在すれば一意であることが
知られている．存在は既に示したので，∇W (ŵ)が P
行列であることを示す．ある行列Aが P行列であるた
めの十分条件は以下の通りである 37)：

x ̸= 0 ⇒ max
i

. xi[Ax]i > 0

∇W (ŵ)は次の関係を満足する：

[∇W (ŵ)ŵ]i = σ
∑
j∈K

ŵ1−σ
i hρ

i dij∑
k∈K ŵ1−σ

k hρ
kdkj

ŵj − ŵi．

従って
∑

i∈K[∇W (ŵ)ŵ]i = (σ − 1)W > 0 が成立す
る．ここから maxi . [∇W (ŵ)ŵ]i > 0も成立する．一
方，j ≡ arg maxi . [∇W (ŵ)ŵ]iに対して ŵj > 0である
から，結局maxi . ŵi[∇W (ŵ)ŵ]i > 0が成立する．以

16 ここで，ŵ の定義から，ŵ ∈ Ŵ ならば w ∈ W．
17 ∑

i∈K Ŵi(ŵ) =
∑

i∈K ŵi = W．

上より，任意の ŵに対して∇W (ŵ)は P行列である．
故に ŵは一意である．
以上より ŵは一意に存在し，短期均衡における賃金
ベクトルwおよび価格指数 P も一意に存在する．

付録 II 補題 2の証明

まず ∇F (h̄)は，分散均衡状態 h̄において次のよう
に与えられる（ただし d(r) = (1 + r)2）：

∇F (h̄) ≡ ψ(h̄)∇v(h̄) + J(h̄) (II.1a)

ψ(h̄) = h(I − (1/4)E), (II.1b)

J(h̄) = −(1/4)v̄(h̄)E, (II.1c)

v̄(h̄) = hα−β · {d(r)}1/(σ−1)． (II.1d)

E = 11⊤は巡回行列であるから，ψ(h̄)および J(h̄)は
ともに巡回行列である．∇v(h̄)は，同様に以下のよう
に与えられる（ただし w ≡ W/4）：

∇v(h̄) = v̄(h̄)
(
V1(h̄) + V2(h̄)

)
(II.2a)

V1(h̄) ≡ h−1(βI + αD̄) (II.2b)

V2(h̄) ≡ w−1(I − D̄)∇w(h̄)． (II.2c)

ここで，∇w(h)は，賃金方程式：

W (w,h) ≡ [w] · [h] − M̃([w] · [h]) = 0 (II.3)

に陰関数定理を適用することによって以下のように求
められる．なお，∇w，∇hは各々w，hに関する Jacobi
行列を意味する：

∇w(h) = − (∇wW (w,h))−1 (∇hW (w,h))． (II.4)

具体的に計算すると，

∇w(h̄) = −W−1
1 W2 (II.5a)

W1 = h
(
σI − D̄ − σ̃D̄2)

(II.5b)

W2 = w
(
(1 − ασ̃)I − D̄ + ασ̃D̄2)

(II.5c)

を得る（ただし σ̃ ≡ σ − 1）．円周 4立地点システムに
おいて，∇F (h̄)の固有値計算に関係する全ての行列は
巡回行列であるから，赤松ら 38)で議論されているよう
に，離散 Fourier変換行列によって簡単に固有値を求め
られる．形式的には，式 (II.1)に式 (II.2),式 (II.5)を代
入し，I を diag[1]，D̄を diag[f ]に置き換えれば，補
題 2にあるような固有値 diag[g]の表示を導ける．

付録 III 命題 6の証明

円周立地点システムにおける ∇F (h̄)の固有値 {gk}
と固有ベクトル {zk}を用いた分岐解析の考え方につい
ては，既に赤松ら 38)，高山・赤松 39)，大澤ら 17)をはじ
めとする著者らによる既存論文で論じている．特に，分
岐によって生ずる均衡解が多極パターンか一極パター
ンであるかについては，高山・赤松 39)および大澤ら 17)
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G(f)

0

G(f)

0

� r の増加 -r の減少
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(a) dG/df < 0の場合 (b) dG/df > 0の場合

図–13 分岐点における Gの関数形と fk の位置関係

を参照されたい．ここでは読者の便のため，命題 6の
証明に必要な結果を，略証も含め簡潔に整理する．
一般に，円周立地点システム上の集積経済モデルに

おいて，AA モデルの場合と同様，分散均衡状態にお
ける固有値 gk に対して kによらない関数Gが存在し，
sgn(gk) = sgn(G(fk))が成立する．分散均衡状態が安
定である状態から，輸送自由度 r の変化に伴って分岐
が発生すると仮定する．このとき，輸送自由度 r の変
化の方向と，分岐によって生ずる均衡パターンが多極
か・一極かについて，次の補題が成立する：

補題 7 (分岐により創発するパターンの多極・一極性).
輸送の自由度 r の変化方向と，分岐によって創発する
立地パターンとの関係について，次が成立する：
(a) r の増加に伴って分散均衡状態からの分岐が生ず
る場合，多極集中パターンが創発する．

(b) r の減少に伴って分散均衡状態からの分岐が生ず
る場合，一極集中パターンが創発する．

証明. (a) gkの符号はG(fk(r))の符号に依存する．従っ
て分散均衡状態がある r = r̂ にで安定であるならば，
G(fk(r̂)) < 0 (k = 1, 2, 3)である．この条件のもとで，
rの・増・加に伴って r∗ で分岐が生ずるならば，その点に
おいてG(fk(r))は rの増加関数である（図–13）．即ち

0 <
dG(fk(r))

dr

∣∣∣∣
r=r∗

= dG

dfk
· dfk

dr

∣∣∣∣
r=r∗

(III.1)

補題 3 から dfk/dr < 0 (k = 1, 2, 3) であるから，分
岐点近傍においては dG/df < 0が成立するとわかる．
従って，f2 < f1 = f3 なる大小関係から，最初に正と
なる固有値は f2に対応する g2である（図–13における
fk の配置を参照）．g2 に対応する固有ベクトルは

zP = [1, −1, 1, −1]⊤ (III.2)

であり，これは多極集中状態方向を意味する．
(b)同様の議論によって，rの・減・少に伴って分岐が生

ずるならば，dG(x)/dx > 0が成立し，最初に正となる
固有値は g1 = g3 であることがわかる．この場合は二
重分岐が生じ，生じ得る分岐方向が複数存在する．具体
的には次のような 2種類方向への変化が生じ得る 19)：

zM = [1, 0, −1, 0]⊤, [1, 1, −1, −1]⊤ (III.3)

0 1

0

0.2

1

輸送の自由度 r

人
口
比
率

h
i
/
H

?

h2/H

�
�	

h1/H = h3/H

6h0/H = h4/H

図–14 安定均衡解の変化：線分 5立地点，α − β < 0

これらはともに一極集中方向を意味する．

補題 7の証明過程から，分散均衡状態からの分岐が
「多極か・一極か」という問いに対する，簡単な判定基
準を次のように導くことができる：

系 8 (dG/df による多極性・一極性の判定). ある f∗が
G(f) = 0, f ∈ (0, 1)かつ dG/df ̸= 0を満足するなら
ば，その点 f∗において h̄からの分岐が発生し，ここで
(a) dG/df < 0ならば多極集中パターンが，
(b) dG/df > 0ならば一極集中パターンが
それぞれ創発する．

AA モデルの命題 6 の状況は，分岐点 f∗ において
dG/df > 0の場合である．従って系 8より，分岐によ
り創発するのは一極集中パターンである．分岐が生ず
る輸送自由度 r∗は，次の方程式を解くことで導かれる：

f1(r) = f3(r) = C(r) = f∗ (III.4)

付録 IV 線分空間の α − β ≤ 0での均衡解

線分空間では，中心部に近い立地点ほど市場アクセス
に優れており，first natureとして地理的に優位である．
図–14に，(α, β, σ) = (0.5, −0.6, 6)の場合の均衡立地
パターンの変化を示す．α − β ≤ 0を満足するため，純
集積力は存在しない．この場合でも first nature の違い
により単峰分布が生ずるが，集積力が本質的には働か
ないため，α − β > 0の場合（図–8）より緩やかになる．
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A CRITICAL NOTE ON RECENT EMPIRICAL STUDIES BASED ON SPATIAL
AGGLOMERATION MODELS

Minoru OSAWA and Takashi AKAMATSU

We analytically study a discrete-space version of the new economic geography-motivated model proposed
by Allen and Arkolakis.1) Employing the bifurcation analysis method by Akamatsu et al.,10) we show that
the model exhibits, if any, only mono-centric, unimodal spatial concentration patterns of consumers. These
properties pose one simple but significant issue: how can we justify fitting the model to actual spatial
patterns, which is typically not mono-centric but poly-centric? We argue that, the unobserved amenity
approach, which Allen and Arkolakis employs to circumvent the issue, is an inappropriate one for an
empirical application of the new economic geography.

第 53 回土木計画学研究発表会・講演集

 2669


